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「第８回線引き見直しにおける基本的基準（素案）」に関する 

提出意見及びこれに対する県の考え方 

 

 

１ 意見募集期間 

  令和４年10月14日（金曜日）から令和４年11月15日（火曜日） 

 

２ 意見募集結果 

（１）意見件数 36件（12名） 

 

（２）意見区分 

意見区分 延べ件数 

１ 「線引き見直し全般」に関する意見 17件 

２ 「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針等の決定又は変更 

 にあたっての基本方針」に関する意見 

15件 

３ 「区域区分の決定又は変更にあたっての基本的基準」に関する 

意見 

１件 

４ その他 ３件 

合  計 36件 

 

（３）意見の反映状況 

反映区分 延べ件数 

Ａ 基準に反映した（している）意見 12件 

Ｂ 今後の線引き見直しの中で参考にする意見 19件 

Ｃ 基準に反映できない意見 ０件 

Ｄ その他（質問、感想など） ５件 

合  計 36件 

 

 

【問合せ先】 

 ご意見の反映状況などについて、より詳しくお知りになりたい場合は、次の窓口 

までお問合せください。 

 

 神奈川県 県土整備局 都市部 都市計画課 計画グループ 

  電 話 045-210-1111（内線6195、6196） 

  ＦＡＸ 045-210-8879 
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整理 

番号 

意見 

区分 
意見要旨 

反映 

区分 
県の考え方 

１ ２ （P.5 都市計画の目標（ア）） 

「・・・拠点間や拠点と周辺地域を結

ぶ交通ネットワークの確保を常に意

識しながら脱炭素化にも資するまち

づくりを進める。」とあるが、脱炭素

化にも資するまちづくりを進めるに

当たっては、車の渋滞が二酸化炭素を

増やす原因になることから、交通ネッ

トワークの確保に加えて、交通ネット

ワークの拡充・強化が必要と考えるの

で「交通ネットワークの確保、拡充・

強化を常に意識しながら」と修正すべ

き。 

Ａ まちづくりを進める観点から、「交通ネ

ットワークの確保」としており、確保

の中には充実・強化も含まれると考え

ています。 

また、交通ネットワークの拡充・強化

については、Ⅰ３(３)イ（P.10）に記載

のとおり、交通ネットワークの充実な

どに取り組むこととしています。 

２ ２ （P.5 都市計画の目標（イ）） 

災害から命を守るためには、積極的に

ハード対策を打ち出していく必要も

ある。技術力もあるはずであり、災害

を避けることも必要だが対抗してい

くことも視野に入れるべき。 

Ａ Ⅰ３（４）（P.11）に記載のとおり、「ハ

ード対策とソフト対策による多面的か

つ総合的な防災・減災対策を行うこと

が必要」としています。 

３ 

 

２ （P.8 区域区分の方針（ウ）） 

ｉとｊの前半の記載が同じであるが、

市街化調整区域にするという意味で

は同じなので、２つの文章で示す理由

が分からない。 

Ａ ｉとｊはともに市街化区域から市街化

調整区域への編入に関する基本方針で

すが、ご意見を踏まえ、自然的環境の

保全の観点から行うｉと災害リスクを

回避する観点から進めるｊの違いが明

確となるように修正しました。 

４ 

 

２ （P.8 区域区分の方針（ウ）） 

自然環境が残っており、計画が無いこ

とだけで市街化区域を市街化調整区

域に戻してよいのか。本来の開発のビ

ジョンに合わせて、災害レッドゾーン

でも対策をすべきではないか。 

Ｂ 計画的な市街地整備の予定がある場合

は、開発計画に合わせて、災害レッド

ゾーンにおける対策工事を行うことが

考えられます。一方、計画的な市街地

整備の予定がない場合は、市街化区域

から市街化調整区域にすることで、危

ない所に新たに人が住むことがないよ

うにしていくことを目的としていま

す。 

いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

５ ２ （P.11 火災対策） 

延焼防止、不燃化を中心に記載されて

Ａ Ⅰ３(４)（P.11）に記載のとおり、「地

域防災計画等を踏まえつつ、安全、安
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いるが、緊急避難場所となる公園等の

整備も意識すべき。 

心な都市づくりを推進する」としてお

り、公園等の防災空間の確保なども意

識して取り組むこととしています。 

６ ２ （P.12 津波対策） 

線引き見直しでは、公助的な部分で、

津波防波堤、避難地、避難ルートの整

備を記載すべき。また、自助・共助の

記載は公助側の「逃げ」にしか見えな

いので、積極的な対策を記載すべき。 

Ａ Ⅰ３（４）（P.11）に記載のとおり、津

波も含めた災害に対しては、「ハード対

策とソフト対策の多面的かつ総合的な

防災・減災対策を行うことが必要」と

しています。 

また、Ⅰ３（４）オ（P.12）に記載のと

おり、数十年から百数十年に一回程度

発生する規模の津波には、海岸保全施

設で防ぐことを基本に津波対策を推進

することとしています。 

７ １ 昨今、台風等が大規模化し神奈川県に

もほぼ毎年大きな被害をもたらして

いる。そうした中、今回の線引きの方

針に自然災害への対応を盛り込もう

とするのは適切であり、しっかり取り

組んでほしい。 

Ｄ ご意見を踏まえながら、今後の線引き

見直しの取組を進めてまいります。 

８ １ 県はこの度、当事者目線の障害福祉を

推進する条例を制定したと承知して

いるが、その条例の理念は市街地整備

の方針にも盛り込まれるべき。 

Ａ Ⅰ３(３)ウ（P.10）に記載のとおり、市

街地開発事業に関する主要な都市計画

の決定の方針では、「高齢者や障害者な

ど、だれもが自由に活動できるノーマ

ライゼーションの理念に基づいたユニ

バーサルデザインの施設整備など、人

と環境にやさしい市街地の整備を図

る」としており、障害のある人が障害

を理由とするすべての差別や虐待をさ

れずに暮らすことができて、誰もがう

れしいと感じられる、地域共生社会に

していくという条例の目的に合致して

いると考えています。 

９ １ 線引きの方針は指定都市には適用さ

れないが、指定都市のまちづくりは、

隣接する鎌倉市や大和市、藤沢市など

の市町のまちづくりに影響するので

何らかの調整が必要ではないか。 

Ａ Ⅰ１（P.1）に記載のとおり、指定都市

とは県全域に及ぶ広域的な課題や方向

性等の共有や調整に努めることとして

います。 

10 １ 県の北部の相模原市は隣接する町田

市等と市街地的に連たんしているが、

都県境にまたがる地域について何か

Ｄ 相模原市は、指定都市として線引き見

直しの権限を有していることから、相

模原市が線引き見直しを行う際に必要
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調整する仕組みはあるのか。 に応じて対応していくものと考えてい

ます。 

今後、指定都市と連絡や調整を図る中

で確認してまいります。 

11 ４ 自己所有地について、市街化区域への

即時編入に係る基準への適合の判断

をいただきたい。今回の見直しでは、

現地調査のうえ、状況に沿ったきめ細

やかな見直しが行われることを期待

している。 

Ｂ 都市計画区域の整備、開発及び保全の

方針などの都市計画を見直す線引き見

直しにあたっては、住民の意向をよく

承知している市町の意向を十分に伺い

ながら進めてまいります。 

いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

12 ４ 自己所有地について、電線が大木の枝

に食い込む状況にあり、停電・火災等

のリスクがあることから、市街化区域

にして宅地化することで秩序ある整

備・管理を行うことが望ましいと考え

る。 

Ｂ 都市計画区域の整備、開発及び保全の

方針などの都市計画を見直す線引き見

直しにあたっては、住民の意向をよく

承知している市町の意向を十分に伺い

ながら進めてまいります。 

いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

13 １ 市内の営農事業は、一部の地域を除い

て、後継者もなく破綻している。積極

的に市街化区域への編入を進める方

向で考えていただきたい。特に第二東

名高速道路等の整備が進んでいる地

域は産業フレームを拡張していただ

きたい。 

Ｂ Ⅱ２（P.14）に記載のとおり、新たに市

街化区域に編入する区域は、地域ごと

の産業の伸びを踏まえながら、目標年

次において必要とされる市街地の面積

（フレーム）の範囲内で、集約型都市

構造化に寄与する区域に限定して認め

ていくこととしており、工業用地につ

いてはインターチェンジ周辺の幹線道

路沿道など交通利便性の高い区域を想

定しています。 

いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

14 １ 線引きの方針は、それぞれの地域のく

らしやまちづくりに大きく影響する

ので、市町村や住民の意向を十分に汲

み取るようにしてほしい。 

Ｂ 都市計画区域の整備、開発及び保全の

方針などの都市計画を見直す線引き見

直しにあたっては、住民の意向をよく

承知している市町の意向を十分に伺い

ながら進めてまいります。 

いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

15 １ 県西地域の緑化・農地保全は、主に都

市部の県民が受益している水資源確

保や、農林漁業から生まれる食料提供

Ｂ 将来の県土・都市像である「地域の個

性を伸ばし、活力と魅力あふれる強靱

な都市 かながわ」の実現に向けて、豊
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のためであり、県西地域に居住する県

民のための土地政策ととらえられな

い。 

本素案は、「都市」という言葉が多く

出ているが、県東部・中部の人口密集

地に偏った政策を伺うところであり、

均衡ある県土の発展につながるとは

思えない。 

かな自然や歴史など地域の個性や魅力

を生かした活力ある都市づくりを都市

計画の目標に掲げています。 

いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

16 １ 線引き前の県西地域はコンパクトで

なく、むしろ、集落が点在しており、

それぞれの集落には農林水産業から

生活関連業などに携わる人がおり、強

靭性があった。県西部には鉄道５社６

路線があり、かつてはどの駅前も活気

があった。 

しかし、線引きにより、駅周辺でも市

街化調整区域となり、その結果、就労

地・生活関連商店と居住地が離され、

駅前さえ活気が失われ、集落の持続性

も失われていった経緯がある。 

環境対策案や防災対策案には理解が

できるが、都市を守る政策であり、県

土を均衡に守る政策ではない。 

酒匂川の浚渫事業や、相模湾の高潮・

護岸事業は、都市部に提供する水資源

確保のために自然環境が失われ、発生

した災害対策である。 

その結果、予想外に災害レッドゾーン

などに指定され、財産権を脅かされた

所有者もいる。 

Ｂ Ⅰ３（１）ウ（ウ）（P.5）に記載のとお

り、豊かな自然や歴史など地域の個性

や魅力を生かした活力ある都市づくり

に向けて、都市計画制度を活用しなが

ら柔軟に対応していくこととしていま

す。 

また、自然と共生する持続可能で魅力

ある都市づくりに向けて、防災・減災、

地域振興、環境など多面的な機能を有

する農地や緑地等を適切に整備・保全

することとしています。 

いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

17 １ コロナ禍において、県西地域は移住者

が増えたが、求めているのは豊かな空

間と自然環境である。農業従事者でな

い方でも、規模が小さいながらも農業

を営みたい方はますます増えた。県西

地域は空間的ゆとりがあり、農林水産

業と調和をもった生活が可能である。 

Ｂ Ⅰ３（１）ウ（ウ）（P.5）に記載のとお

り、豊かな自然や歴史など地域の個性

や魅力を生かした活力ある都市づくり

に向けて、都市計画制度を活用しなが

ら柔軟に対応していくこととしていま

す。 

いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

18 １ ４ページの基本理念において「スマー

トシティ化」「ダイバーシティ（多様

Ｂ 将来の県土・都市像である「地域の個

性を伸ばし、活力と魅力あふれる強靱
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性）」、「レジリエンス（強靭性）」を唱

えるならば、集中でなく調和の、地域

ごとの強みを生かす土地政策が必要

と考える。 

地域から提案する区域区分（災害時）

の見直しが速やかになされることと、

実現を早める施策を要望する。 

な都市 かながわ」の実現に向けて、豊

かな自然や歴史など地域の個性や魅力

を生かした活力ある都市づくりを都市

計画の目標に掲げています。 

いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

19 １ 産業の配置にあたっては、県東部には

既に多くの工場、事業所が集積してい

ることを踏まえ、県内の他の地域にも

適正に集積が進むようにしてほしい。 

Ｂ Ⅱ２（P.14）に記載のとおり、新たに市

街化区域に編入する区域は、地域ごと

の産業の伸びを踏まえながら、目標年

次において必要とされる市街地の面積

（フレーム）の範囲内で、集約型都市

構造化に寄与する区域に限定して認め

ていくこととしており、工業用地につ

いてはインターチェンジ周辺の幹線道

路沿道など交通利便性の高い区域を想

定しています。 

いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

20 １ 基本的基準の構成および内容につい

ては、概ね賛成できる内容である。今

後検討する中で、次の点を考慮してい

ただきたい。 

① 100年後、全ての県民が笑顔で暮

らせる都市計画としてほしい。 

② 農業者が安心して営農できるよ

うな都市計画としてほしい。 

Ｂ いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

なお、Ⅰ３（１）ウ（エ）（P.5）に記載

のとおり、自然と共生する持続可能で

魅力ある都市づくりに向けて、都市内

の農地や緑地を適切に整備・保全する

こととしています。 

21 ２ 「Ⅰ-３-(1)ウ 都市計画の目標」とし

て、「集約型都市構造化に向けた都市

づくり」、「災害からいのちと暮らしを

守る都市づくり」、「循環型、脱炭素型、

自然共生型の都市づくり」などを掲げ

ており、時機にかなったものと評価す

る。 

Ｄ ご意見を踏まえながら、今後の線引き

見直しの取組を進めてまいります。 

22 ２ 集約型都市構造の実現に向けて、市町

が取り組む「立地適正化計画の作成」

を支援するとともに、「市街化調整区

域への編入」を行う場合は、地元市町

村の意向を把握し十分な調整を図る

必要がある。 

Ｂ 立地適正化計画については、引き続き、

市町に対し技術的な支援を行っていき

ます。 

また、線引き見直しにあたっては、住

民の意向をよく承知している市町の意

向を十分に伺いながら進めてまいりま
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す。 

いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

23 ２ 県が策定する基本方針が指定都市に

適用されないのであれば、指定都市が

策定する基本方針と十分に整合性を

図る必要がある。 

Ａ Ⅰ１（P.1）に記載のとおり、指定都市

とは県全域に及ぶ広域的な課題や方向

性等の共有や調整に努めることとして

います。 

24 ２ 自然災害が多発する現状において、

様々な災害リスクを的確に想定し、ハ

ード・ソフトの対策を組み合わせなが

ら都市づくりを推進すべきである。 

Ａ Ⅰ３（４）（P.11）に記載のとおり、「災

害リスクの評価・分析を行った上で、

ハード対策とソフト対策による多面的

かつ総合的な防災・減災対策を行うこ

とが必要」としています。 

25 ２ ウィズコロナ時代における県民生活

の変化や行動変容に対応したまちづ

くりが大切である。 

Ａ Ⅰ３（１）ウ（ウ）（P.5）に記載のとお

り、「ライフスタイルの多様化など社会

情勢の変化にも対応した活力ある都市

づくりに向けて、都市計画制度を活用

しながら柔軟に対応していく」として

います。 

26 ２ 市街化区域内に災害レッドゾーンが

含まれる場合、災害リスクを回避する

観点から市街化調整区域へ編入する

ことは重要だと考えるが、その際、区

域内居住者への丁寧な説明、対応が求

められる。 

Ｂ 災害レッドゾーンを市街化調整区域に

編入できるとしている区域は、現在居

住者がなく、将来的に都市的土地利用

を行う見通しがない区域を想定してい

ます。 

いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

27 ２ 各項目にたくさんの基本方針や方針

が記載されているが、それぞれの基本

方針の違いや相互の関係性が今一つ

分かりにくい印象がある。 

Ｂ いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

28 １ 今回の線引き見直しは人口減少社会

への転換期に行うものであるが、今後

は、目標年次の 2035年以降も見据え

て、線引きの在り方を検討する必要が

ある。 

Ｂ 人口減少社会に的確に対応していくた

め、将来の線引き見直しのあり方につ

いて、今後検討を進めていきたいと考

えています。 

いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

29 ４ 「線引き制度」、「都市計画区域の整

備、開発及び保全の方針」等の専門用

語について、分かりやすく説明する

「注釈」があると理解しやすい。 

Ｂ いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

30 １ 基本的基準は、非常に専門的で県民に Ｂ いただいたご意見については、今後の
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は理解するのが難しい内容である。し

たがって、県議会や市町村、有識者に

よる審議会の意見を十分に聞けば、パ

ブリック・コメントの手続を省略して

もよいのではないか。 

取組の参考とさせていただきます。 

31 ２ 災害レッドゾーンは、防災工事を施せ

ば継続的な土地利用は可能であると

考えるため、都市的土地利用を行わな

いという考えは避けるべき。 

「都市的土地利用を行わないことを

基本とする」という文言ではなく、防

災工事等のリスクを減じる取り組み

と整合を図った文言に修正すべき。 

県民のいのちとくらしを守るという

姿勢を明確に文言化すべき。 

Ａ 災害レッドゾーンについては、各法令

に基づく行為規制が行われていること

から、都市的土地利用を行わないこと

を基本的な考え方としています。 

これは、人口減少下において、危ない

箇所に新たに人が住むことのないよう

にすることを意図しており、防災対策

工事を否定するものではありません。 

このため、誤解のないよう、現在の記

述に加え、防災対策工事などのこれま

でのハード・ソフト対策にも取り組む

旨を追記しました。 

32 ３ 市街化調整区域への即時編入につい

て、集約型都市構造化に寄与すると認

められる未利用地を市街化調整区域

に編入できるとあるが、これは市町が

作成する立地適正化計画の居住誘導

区域外のことを言っているのか。県

は、具体的にどのようなところをイメ

ージしているのか。 

県内自治体と連携が取れているのか、

主体性がどこにあるのか分からない。 

狙いがぶれている基準は削除したほ

うが良いのではないか。 

Ｂ Ⅰ３（２）イ（ウ）ｋ（P.8）に記載の

とおり、地域の実情に応じた集約型都

市構造化に向けた取組を進めていく中

で市街化区域内の市街地縁辺部に生じ

る未利用地について、必要に応じて市

街化調整区域に編入することができる

基準を設けたものです。 

いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

33 １ 社会環境・地球環境が時間と共に変化

していくことから、定期的な見直しを

することは必要で、今回の見直し基準

案の作成は時機を得たものである。 

この見直し基準案で示されているこ

とについては今の時代に要請される

ことが網羅されていて適当なものと

の印象を持った。 

Ｄ ご意見を踏まえながら、今後の線引き

見直しの取組を進めてまいります。 

34 １ この基準によって市街化区域や市街

化調整区域への変更等の運用がなさ

れることになると思うが、運用に当た

Ｄ ご意見を踏まえながら、今後の線引き

見直しの取組を進めてまいります。 
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って利害関係者の私欲に惑わされる

ことなく、目的に照らして適正に行わ

れる事が肝要である。 

35 １ 指定都市はこの基準の対象とならな

いが、相模原市は県内で自然環境が多

く存在する地域で、リニア新幹線の開

通を控えるなど今後開発が進むこと

が予想されることから、県との十分な

連携を保つよう調整されることが望

まれる。 

Ａ Ⅰ１（P.1）に記載のとおり、指定都市

とは県全域に及ぶ広域的な課題や方向

性等の共有や調整に努めることとして

います。 

36 ２ 素案の４ページから５ページにある

「ウ 都市計画の目標」の「（ア）集

約型都市構造の実現に向けた都市づ

くり」及び「（イ）災害からいのちと

暮らしを守る都市づくり」の記載内容

は適切と考えるが、「集約型都市構造

化」と「災害リスクを踏まえたまちづ

くり」のベクトルの向きは必ずしも同

じではない。両者を調整してまちづく

りを進めることは妥当な方向性と考

えるが、現在のあまりにも人口密度の

高い都市における災害への対応力は

非常に懸念されるところであり、今後

の情報通信技術の飛躍的な発展等を

考慮すると、現在の市街地の規模を維

持しながら、人口密度の一定程度の低

減を許容する街づくりという視点が

あってもいいのではないか。 

Ｂ 今後本格化する少子高齢化、人口減少

社会に備え、長期的な視点に立って、

集約型都市構造化に向けた取組を進め

ることとしていますが、Ⅰ３（１）ウ

（イ）（P.5）に記載のとおり、集約型都

市構造化の取組と併せて、災害リスク

を踏まえたまちづくりを目指すとして

います。 

いただいたご意見については、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

 


